
 

 

 

 

東京消防庁では、あらゆる災害に対処で

きるよう組織的な体制づくりを進めていま

す。 

災害に関する情報を受信し、即時に消防

部隊を出場させるための消防通信体制の充

実をはじめとして、消防署所等においては

災害に備え実戦的な訓練、演習を実施し、

精強な消防部隊の育成を図っています。 

消防技術安全所では、本庁各部が災害活

動、予防業務等に関する各種施策を構築す

るにあたり、科学的見地に立脚した技術改

良及び各種検証を行い、得られた成果を活

用して消防部隊、職員等に対し技術、情報

等の提供を行っています。 

また、装備工場では、災害に対応する様々

な車両や機械器具の維持管理が独自に行え

るようにしています。 

また、質の高い行政サービスを提供する

ためには、職員一人ひとりの知識、技術を

向上させなければなりません。このため、

消防学校では、新規採用の職員に対する初

任教育をはじめ、幹部教育や各種の専門教

育を行っており資質の高い消防職員の育成

に努めています。震災等大災害が発生した

場合に、その初動体制を確立するため、消

防職員待機宿舎を整備しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 消防通信 

刻一刻と変化する災害に迅速かつ適切

に対応するため、また、多岐にわたる行

政事務を効率的に進めるために、消防通

信は重要な役割を果たしています。 

東京消防庁では、震災等の非常時でも

消防通信が確保できるよう、信頼性•安全

性・確実性の向上を基本理念とする災害

に強い通信網を構築しています。 

⑴ 有線通信系 

〇有線通信回線 

有線通信回線には、都民から火災、

救急等の災害通報を受信する消防通

報用電話(119 番）)、消防部隊へ出場を

指令する指令電話、消防業務上の事務

連絡に使用する消防電話及び加入電

話などがあります。 

⑵ 無線通信系 

○ 固定通信系 

固定通信系には、本部庁舎と中継 

所等を結び、消防電話回線や基地局

無線機の遠隔制御などに使用する多

重無線、本部庁舎から方面本部・消防

署所へ各種情報を伝達する同報無線

などがあります。 

○ 移動通信系 

移動通信系には、災害現場の消防

部隊と警防本部を結ぶ車載無線、災

害現場における指揮命令及び情報伝

達に用いる携帯無線、山岳救助活動
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等の現場指揮本部と警防本部を結ぶ

可搬無線などがあります。 

○ 映像伝送 

ヘリコプターにはテレビカメラ及

び映像電送装置が搭載され、災害映

像をリアルタイムで警防本部へ送る

ことができます。また、現場指揮本部

でも可搬型受信機により、上空から

の映像を確認することができます。 

⑶ 衛星通信 

震災等により有線通信系や無線通信

系が途絶した場合でも、通信衛星を活

用して通信を確保します。 

本部庁舎と方面本部間には消防電話

のほか、映像伝送及びテレビ会議を行

うことができる高度衛星通信ネット

ワーク、本部庁舎と他の防災機関との

間で音声や映像の送受信ができる地域

衛星通信ネットワークなどがあります。 

このほか、各方面本部・消防署には、

衛星携帯電話を整備しています。 

 

２ 指令管制システム 

平成 27 年 2 月に、これまで運用されて

いた災害救急情報システムと部隊運用装

置を統合更新し、指令管制システムとし

て運用を開始しました。 

本部庁舎（特別区）及び立川消防合同

庁舎（多摩地区）の 2 か所に設置された

災害救急情報センターにおいて、それぞ

れの地区の 119 番通報の受信、災害の種

別や規模などに応じた、出場計画又は

GPS(位置情報システム）による出場部隊

の編成、消防署所及び消防部隊への出場

指令等を行うための機能を有しており、

消防署所、消防部隊、救急相談センター

等に配置された機器と連動し、複雑多様

化する災害や増大する救急需要等に対処

するため消防活動の支援を行っています。 

 

３ 総合情報処理システム 

東京消防庁では、増大する消防行政需

要や各種災害に、より迅速・的確に対応す

ることを目的として、昭和 51 年の本部庁

舎の完成に合わせて汎用コンピュータを

導入し、「災害救急情報システム」の運用

を開始しました。その後、消防対象物等の

建物情報をシステム化した「総合予防情

報システム」や「事務管理システム」等を

開発し、情報社会の進展に対応するシス

テム構築を行っています。 

平成 21 年には、災害救急情報システム

と分離し、独立したサーバ等機器及び広

域イーサネットを活用したネットワーク

により、総合情報処理システムとして全

面的な更新を行い、システムの Web 化や

情報セキュリティの強化などの整備を行

いました。 

平成 27 年には、消防電話ネットワーク

と統合し、ネットワークの冗長化を図る

ことにより信頼性を高め、安定した行政

運営を担う情報基盤を整備しています。 

これからも、消防業務の効果的な推進

と行政サービスの充実に向けたシステム

の開発を進めていきます。 

なお、主な情報処理システムは、次のと

おりです。 

 



 

⑴ 総合予防情報システム 

ア 都民サービスの向上 

総合予防情報システムは、建物情

報等の管理と各種届出や講習受付等

の事務をオンライン化することによ

り、窓口サービスの迅速化を実現し

ています。 

イ 災害発生時における消防活動支援 

指令管制システムと連動して建物、

危険物施設等の情報を災害現場で活 

動する消防部隊へ迅速に提供し、消

防活動を効率的かつ効果的に支援し

ます。 

 

 

 

 

⑵ 事務管理システム 

総務、人事、警防、救急等の体系づ

けられた約 20 の情報処理システムを

運用し、都民や庁内に対して各種情報

の提供を行うとともに、消防行政推進

のための各種調査、分析等の統計処理

及び行政施策に係る意志決定支援など

に活用しています。 

また、各々の情報処理システムにつ

いては、許可された職員以外に対するア

クセス制限を設け、厳格な監視下におい

て運用する等、情報セキュリティの強化

を図っています。 
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